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Abstract:Mixed mode II and III interlaminar fracture resistance of cross-ply carbon/epoxy compos-
ite laminates was experimentally and numerically evaluated using DNSCB (double notched split

 
cantilever beam)test method,which enables a stable interface damage growth under the mixed-
mode condition.Specimens with initial delaminations at two interfaces of 0°layers were used.The

 
fracture morphology strongly depended on the mixed mode ratio. Complex damage comprising

 
delaminations and inclined matrix cracks grew in the middle of the specimen where mode III

 
component was dominant,while simple delaminations propagated outside the region of the complex

 
damage where mode III component was comparatively small.Apparent dependence of the fracture

 
toughness on the mixed-mode ratio was not found in the results obtained from the region of the

 
simple delamination.The fracture resistance was considerably higher in complex damage region

 
than in the region of simple delamination as expected from the significance of the damage state.
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1. 序 論

複合材料積層板は，繊維方向以外の強度が低く，繊維

と直角方向に層間剥離を代表とした損傷を生じやすい．

複合材料積層板を用いた構造物の実際の使用環境におい

て，層間剥離は任意の混合モード条件の下で発生し，進

展する．したがって，それぞれの単一モード条件下だけ

でなく，混合モード条件下の層間剥離の挙動を知ること

が重要である．

層間剥離の進展条件は，線形破壊力学の考え方に基づ

き，各モードの層間破壊靱性で整理されることが一般的

である．これまで，モード I，モード IIの単一モードの層

間破壊靱性はDCB ，ENF といった既に標準化さ

れた試験方法によって数多く測定されてきた ．また，

モード Iとモード IIの混合モード条件下での破壊靱性

が，MMB試験法の普及により数多く測定されてい

る ．

近年，モードIIIの単一モードの層間破壊靱性も

CRS (crack rail shear) や SCB(split cantilever
 

beam) ，ECT (edge crack torsion) などの試

験法が開発されたことにより，測定が可能になった．モ
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ード IIIの層間破壊靱性に関する複数の研究で，モード

IIIの層間破壊靱性がモード IIの層間破壊靱性よりも大

きい値であると報告されている ．また，この違いが

生じる原因の一つとしてモード IIIの層間剥離の進展中

に界面に隣接する層の内部に繊維に沿ったき裂が発生す

ることが指摘されている ．モード IIとモード IIIの

破壊靱性の違いが主としてこの現象によるものであれ

ば，この影響はモード II-IIIの混合モード試験において

も表れて然るべきである．モード II-IIIの混合モード層

間破壊靱性に関しては，これまでに2つの試験法が提案

されている．Szekrenyesは梁状試験片にSCB試験と

ENF試験の条件を組み合わせたPENF (prestressed
 

end notched flexure）試験法 を開発し，GFRPのモー

ド II-IIIの混合モード層間破壊靱性を評価した．Morais

らは板状試験片の上下をそれぞれ 3点で支持して曲げ

とねじりを同時に発生させる6PBP (6 point bending
 

plate）試験法 を開発し，CFRPのモード II-IIIの混合

モード層間破壊靱性を評価した．しかし，これらの研究

では，モード比に依存して破壊形態が変化することや，

それにより靱性が顕著に変化することは報告されていな

い．この理由として次の点が考えられる．界面に隣接す

る層内き裂が発生する現象は，剥離の進展開始時ではな

く，主に進展中に現れるため ，この影響を含んだ層間破

壊靱性を測定するには，層間剥離が安定進展する試験法

が必要である．しかし，前述の2つのモード II-IIIの混合

モード試験法は，剥離の不安定進展開始時の層間破壊靱

性を測定する試験法であるため，層内き裂の発生が観察

されなかった可能性がある．

著者らはモード II-IIIの混合モード層間破壊靱性試

験としてDNSCB (double-notched split  cantilever

 

beam）試験を提案した ．この試験法は，2つの初期剥

離を導入した梁状試験片に剥離面と平行な曲げ変形を与

えることによって，き裂前縁でモード IIと IIIの比が連

続的に変化するせん断破壊を生じさせる手法である．こ

の試験法は，DCB試験と同様にき裂が安定進展するとい

う特徴があるため，前述の層内き裂の発生のような破壊

形態の変化を観察するのに適している．本研究では，

DNSCB試験法を用いて，モード IIと IIIの混合モード

条件下で層間の破壊が安定進展するときの複合材料積層

板の破壊抵抗を評価すると同時に，応力状態に依存した

破壊形態の変化が破壊抵抗へ与える影響についても議論

する．

2. 実 験

2.1 試 験 方 法

本研究では，DNSCB試験法を用いて，モード IIとモ

ード IIIの混合モード条件下で複合材料積層板の層間の

破壊が安定して進展するときの挙動を調べた．DNSCB

試験法では，Fig.1のような2つの初期剥離を導入した

梁状試験片を用いる．本方法は，外側の剥離片と内側の

剥離片で互いに逆方向の曲げ変形を与え，曲げ応力とせ

ん断応力の組み合わせによって界面にモード IIと IIIの

混合モードせん断破壊を生じさせる手法である．文献

21）に示したように，この試験法は，剥離が安定に進展

する点と，曲がった剥離前縁に沿ってモード比が連続的

に変化する点が特徴である．安定進展中の剥離き裂前縁

は臨界状態になっており，それに沿ったエネルギー解放

率は破壊靱性とみなすことができる．しかし，曲がった

き裂前縁に沿って理論的にエネルギー解放率の分布を求

めることは困難であるため，DNSCB試験法では有限要

(18)
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Fig. 1 Concept of DNSCB test method.



素法を援用してエネルギー解放率の分布を算出する．エ

ネルギー解放率の算出には，仮想き裂閉口法（VCCT）

などのモード分離が可能な方法を用い，エネルギー解放

率のき裂前縁に垂直な面内成分をモード II成分に，平行

な成分をモード III成分として導く．

2.2 試験片および試験装置

一方向炭素繊維強化エポキシ樹脂のプリプレグ

（TR380G-250SM，三菱レーヨン(株)）を用いてFig.2の

ような試験片を作製した．積層構成は 0/90 //0/

90 で，0°/0°層界面の試験を行うために剥離面での

繊維方向が梁の長手方向になるようにした．同じ条件で

作製した一方向材の材料特性をTable 1に示す．弾性係

数は引張り試験によって測定し，モード I，モード IIの破

壊靱性はそれぞれDCB試験，ENF試験により0°/0°層

界面の値を測定した．

破壊靱性が試験片の寸法に依存せずに測定可能なこと

を確認するため，試験片の高さ hを10 mmと20 mmと

し，初期き裂長さ cを40 mmと80 mmとして，合計4種

類の試験片を作製した．試験片の長さLおよび剥離片の

厚さ tは全ての試験片で共通で，それぞれ150 mm，1.8
 

mmとした．各寸法の組み合わせに対して3回の試験を

行った．以後，試験片を呼称するときに寸法の組み合わ

せを用いる（h20c80など）．

試験に用いた装置をFig.3に示す．剥離片の横倒れ座

屈を防止するため，2つの鋼製のブロックにより試験片

の側面全体を支持する．そのブロックに水平に挿入され

た円柱形のピンによって，外側の剥離片の先端を下側か

ら支持する．中央の剥離片の荷重点に先端を円形に加工

した棒状の圧子により，鉛直方向に強制変位を与える．

この棒状の圧子は，傾斜しないように試験片上部でボー

ルベアリングで支持されている．この装置を静的試験機

（オートグラフAG-10TB，(株)島津製作所）のクロスヘ

ッド下に配置し，0.25 mm/minで速度一定の強制変位を

与えた．試験中にクロスヘッドの変位を接触式変位計で，

荷重をロードセルで測定し，それらの履歴を記録した．

試験片のき裂前縁形状の測定は肉眼で行うことができ

ないため，超音波探傷装置（Mi-scope Hyper，日立建機

(株)）のCスキャン画像を用いて測定を行った．

2.3 実験結果と考察

h20c80試験片の代表的な荷重-変位曲線をFig.4に示

す．初めは強制変位に対して荷重が線形に増加するが，

(19 )
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Fig. 2 Dimensions of the test specimen.

Table 1 Material properties of a ply.

E

(GPa)

E

(GPa)
ν ν

G

(GPa)

G

(GPa)

G

(J/m)

G

(J/m)

122  8.16  0.34  0.5  4.13  2.70  378  767

 

Fig. 3 Test apparatus.

Fig. 4 Typical relations between applied load
 

and displacement of cross head.



強制変位の増加にともなって徐々に荷重-変位曲線の傾

きが小さくなった．これは，剥離進展によって剥離片の

コンプライアンスが低下したことを示している．コンプ

ライアンスが低下している間も，荷重は滑らかに変化し

たため，剥離は安定に進展したと考えられる．寸法が異

なる他の試験片も同様の傾向を示した．ある程度剥離が

進展したのちに除荷し，試験装置から試験片を取り外し

て超音波探傷を行った．その後，再度試験を行うという

手順を一本の試験片に対して数回繰り返した．

超音波探傷によって得られたh20c80試験片のき裂前

縁のCスキャン画像をFig.5に示す．画像左の番号は何

回目の試験終了後の画像であるかを示しており，荷重変

位曲線の番号と対応している．一つの試験片に含まれる

2つの剥離のそれぞれのCスキャン画像を示した．白い

部分が剥離部を表し，黒い部分が未剥離部を表している．

1回目の試験で剥離前縁の端部が剥離を始めており，2回

目の試験で剥離前縁の中央部が進展した．剥離前縁は上

下にほぼ対称で，端部に近づくほど進展が大きな曲がっ

た形状になった．3回目の試験では同様の剥離前縁形状

を保ったまま剥離が進展した．2つの剥離の進展量は完

全には同じにならなかった．これは，2つの層間の破壊抵

抗に差が生じるためと考えられる．寸法が異なる他の試

験片でも程度の差はあるが，2つの剥離進展量は異なっ

ていた．

Fig.5②，③の結果において，剥離前縁の中央近傍の領

域で超音波エコーの乱れが観察される．この現象の原因

を特定するため，Fig.5の位置Aで試験片を切断し，顕

微鏡観察を行った．Fig.6に位置(a)と(b)の顕微鏡写真

を示す．領域(a)では，剥離に隣接する0°層内の剥離前縁

中央近傍に多数の層内き裂が観察された．層内き裂の生

じた領域は超音波エコーに乱れが生じた領域と一致す

る．領域(b)では層内き裂は観察されなかった．本研究で

は以後，領域(a)を複合損傷領域，領域(b)を単純剥離領

域と呼ぶ．

Fig.7に示すように，複合損傷領域の剥離前方では，0°

層を試験片の高さ方向にずらそうとするせん断応力が支

配的になる．この応力場では引張りの主応力が繊維に垂

直な方向に作用するため，層内き裂が生じたと考えられ

る．引張りの主応力は界面から約45°傾いた方向に作用

し，層内き裂はこの主応力にほぼ垂直な方向に発生して

(20)
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Fig. 5 Ultrasonic c-scan images of crack fronts.

Fig. 6 Micrograph of cross section of damaged
 

regions.

Fig. 7 Change of fracture morphology depend-

ing on stress state and fiber orientation.



いる．一方，単純剥離領域の剥離前方では，曲げ応力の

影響によって0°層を試験片の長手方向にずらそうとす

るせん断応力が支配的になる．この応力場では主応力が

繊維と約45°の角度で交差する方向に作用するため，層

内き裂は発生せず，剥離は繊維に沿って元の層間を進展

したと考えられる．

複合損傷領域に生じた層内き裂は，0°層の隣の 90°層

まで達した後，0°層と 90°層の層間を進み，他の層内き裂

とつながっている．これにより，複合損傷領域では繊維

に沿った方向以外の荷重がほとんど伝達しなくなってい

る．

3. 破壊抵抗の評価

本節では，複合損傷領域と単純剥離領域における共通

の破壊抵抗の指標として，損傷が積層板の面内を単位面

積進展する際に要するエネルギーを算出する．単純剥離

領域においては，この破壊抵抗の値は材料定数である層

間破壊靱性と考えることができるが，複合損傷領域では，

層内き裂が応力状態や積層構成に依存して発生するた

め，この破壊抵抗の値は材料定数ではない．以下に各領

域における算出結果を示す．

3.1 平均破壊抵抗

単純剥離領域と複合損傷領域の前縁に沿った破壊抵抗

の平均的な値 R̄ を，面積法を用いて実験結果から直接求

めた．初期の直線のき裂前縁が進展しきって円弧状にな

った後，き裂前縁全体が安定進展している間の結果を用

いた．ポテンシャルエネルギーの解放量を荷重-変位曲線

の下側の面積から求め，損傷が進展した面積を超音波探

傷画像を測定して求めた．ポテンシャルエネルギーの解

放量を損傷進展面積で除して平均破壊抵抗 R̄ を算出し

た．

Table 2に算出した平均破壊抵抗 R̄ の値を示す．全て

の試験片でENF試験により測定したモード IIの層間破

壊靱性を上回る値が得られた．

3.2 エネルギー解放率分布

単純剥離領域における層間破壊靱性を評価するため，

実験により得られたき裂前縁形状に基づいた有限要素モ

デルを作製し，剥離き裂前縁に沿ったエネルギー解放率

の分布を計算した．エネルギー解放率の計算にはVCCT

を用いた．

解析に用いた有限要素モデルおよび境界条件をFig.8

に示す．材料特性としてはTable 1の値を用い，層毎に

材料主軸方向を定義した．剥離部は界面の節点を重複さ

せることで表現し，き裂前縁に沿って要素分割をした．

き裂前縁形状は超音波探傷画像から幅方向に 9 点の位置

を測定し，その点間をスプライン曲線を用いて内挿した．

また，2つの剥離の違いを考慮するため，それぞれの剥離

部を含む板厚方向半分のモデルを別々に作製し，中央の

面でMPC機能により変位の連続条件を定義した．実験

時の境界条件を次のようにモデルに定義した．ピンによ

り単純支持されている外側剥離片の先端部で節点をy

方向に拘束し，圧子と接している中央剥離片の先端部で

節点に強制変位条件を与え，変位量として試験終了時の

測定値を与えた．剛体変位の発生を防ぐため，単純支持

位置の節点に x方向の拘束を与え，荷重位置の節点に x

方向とy方向の拘束を与えた．このモデルでは，複合損

傷領域の非弾性の影響を考慮していないが，この影響に

ついては次節で検討する．

Fig.5の①から③の実験結果に対応するエネルギー解

放率の分布をそれぞれFig.9 からFig.11に示す．グラ

フの縦軸はエネルギー解放率を表す．横軸はき裂前縁に

沿った試験片の高さ方向の位置yを試験片の高さ hで

割って無次元化した値であり，0が試験片の下部エッジ

を，1が上部エッジをそれぞれ意味する．①の段階では，

剥離前縁のエッジ近傍の領域のみで剥離が進展し，エネ

ルギー解放率が臨界値に達して高くなっている．この領

域では，エッジに近づくに従ってエネルギー解放率のモ

(21)
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Table 2 Averaged total fracture resistance R̄

for each type of specimens.

Specimen no. h10c40  h10c80  h20c40  h20c80
 

1  1,064  864  1,456  1,001
 

2  1,037  947  1,426  1,449
 

3  1,312  979  1,265  884
 

Average  1,137  930  1,382  1,112

 

Fig. 8 Finite element model and boundary con-

ditions.



ード III成分が減少し，モード II成分が増加するような

混合モード状態になっている．また，2つのき裂の進展量

の違いがエネルギー解放率の差として反映されている．

剥離前縁中央近傍の剥離が進展していない領域では，エ

ネルギー解放率の値は低い．モード I成分はき裂前縁全

体にわたってほぼ0である．②の段階では，剥離前縁の

中央部に複合損傷領域が形成されたため，その領域内で

全エネルギー解放率が顕著に高く算出されている．観察

した試験片断面ではき裂1の複合損傷領域の幅がき裂2

よりも大きかったが，エネルギー解放率が高い領域の幅

も同様にき裂1のほうがき裂2よりも大きい．この領域

では繊維にほぼ垂直な向きのき裂前縁に対してモード

IIIが支配的な条件となっており，繊維に垂直な方向に界

面をずらそうとするせん断応力が支配的な応力場によっ

て層内き裂が生じたという2.3節の考察を支持してい

る．一方，単純剥離領域ではエネルギー解放率が①の段

階からほとんど変化していない．更に剥離が進展した③

の段階では，複合損傷領域でエネルギー解放率が前の段

階と比べて変化しているが，単純剥離領域ではエネルギ

ー解放率は前の段階と同様な値になっている．3つのい

ずれの結果においても，単純剥離領域のエネルギー解放

率は同程度の値である．

上記有限要素解析の結果の精度を確認するため，有限

要素解析で計算した2つのき裂前縁に沿ったエネルギー

(22)
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Fig. 9  Energy release rate distribution at phase①.

Fig. 10 Energy release rate distribution at phase②.



解放率の平均値を計算し，3.1節の R̄ と比較した．3.1節

の R̄ の値は，2つの剥離き裂前縁に沿った破壊抵抗の平

均を実験結果から求めたものであるため，解析結果との

比較に用いることができる．有限要素法によるエネルギ

ー解放率の計算値の平均は，Fig.10，11の結果でそれぞ

れ850 J/m，975 J/m であった．これらの結果に対応す

る R̄ の値は884 J/m で，その差は10%程度であり，有

限要素解析によって実験結果を十分に反映したエネルギ

ー解放率を計算することができた．

3.3 複合損傷領域の影響

前節の有限要素解析では，複合損傷領域における損傷

部の広がりを考慮せずに解析を行った．しかしながら，

複合損傷領域では，層間剥離だけでなく層内き裂によっ

てもエネルギーが解放されているため，前節の有限要素

モデルを用いて計算されたエネルギー解放率の複合損傷

領域における値は層間破壊靱性を表していない．また，

複合損傷領域の非弾性変形が単純剥離領域におけるエネ

ルギー解放率の計算結果の精度にも影響を与えている可

能性がある．そこで，次の2つの観点から，前節の有限要

素モデルで単純剥離領域において妥当なエネルギー解放

率分布が求まることを検証する．

複合損傷領域では，層内にき裂が生じることにより荷

重伝達能力が低下する．有限要素法の損傷進展解析では

しばしば，損傷力学の考え方に基づき，このような損傷

を弾性率の低下によって表現する ．本研究もこれに

ならい，Fig.8の拡大図のように層内損傷領域を定義し，

(23)
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Fig. 11 Energy release rate distribution at phase③.

Fig. 12 Change of energy release rate distribu-

tion with respect to reduction of elastic
 

constants of elements in the region of
 

complex damage.

Fig. 13 Inaccuracy of crack front curve for the
 

finite element model.



その中に含まれる要素の弾性率E ，G を低下させるこ

とにより繊維に垂直な方向の荷重伝達能力の低下を表現

した．Fig.12に弾性率の低下によるエネルギー解放率分

布の変化を示す．層内損傷の度合いを実験結果から定量

的に評価することは困難であるため，弾性率E ，G を

1/2，1/4，1/8の 3通りに減少させた場合のエネルギー解

放率分布の変化を比較した．Fig.12の垂直線は有限要素

モデルにおける単純剥離領域と複合損傷領域の境界を表

しており，2本の垂直線の内側が複合損傷領域を表す．こ

の図より，弾性率が低下するに従って，複合損傷領域に

おいてG の値が大きく低下しているのが分かる．一方

で，単純剥離領域においては弾性率の変化によってG

の値は，最大5%程度しか変化しなかった．また，弾性率

の変化によってG の値はき裂前縁全体にわたってほと

んど変化しなかった．したがって，複合損傷領域におけ

る繊維に垂直な方向の荷重伝達能力の低下によって，単

純剥離領域のエネルギー解放率分布は大きな影響を受け

ないといえる．

複合損傷領域は，層内き裂が剥離き裂の前方まで伸び

ているところや，層間が一部つながっている箇所などが

あり，プロセスゾーンが大きい領域である．しかし，こ

のプロセスゾーン内で，弾性を仮定した場合の等価なき

裂前縁を明確に定義することは困難である．そこで，き

裂前縁曲線の近似の際にスプライン曲線がプロセスゾー

ン内でずれた場合，結果精度にどの程度影響を与えるか

を調べた．Fig.13に剥離進展後の試験片の超音波探傷画

像とき裂前縁を近似したスプライン曲線を示す．試験片

の断面観察により剥離き裂前縁の約0.5 mm前方まで層

内き裂が観察されたことから，前後に0.5 mmの等しい

大きさのプロセスゾーンを仮定した．Fig.14にき裂前縁

曲線のずれによるエネルギー解放率の分布の変化を示

す．垂直線は有限要素モデルにおける単純剥離領域と複

合損傷領域の境界を表している．き裂前縁曲線のずれに

よるエネルギー解放率への影響は，G 成分に対して大

きく，G 成分に対しては小さかった．き裂前縁曲線のず

れによるG 成分の差はき裂前縁中央付近で最大とな

り，エッジに近づくに従ってその差が消失していくよう

な分布となった．G 成分のき裂前縁曲線を前後にずら

した場合の値と中央値との差は単純剥離領域内の最も内

側の点において約25%であったが，Fig.14に破線の長

方形で示すように，複合損傷領域の外側の試験片幅に対

して10%ずつの領域の値を除外することによって，その

差は10%以下になった．

上記の検証により，複合損傷領域の存在は有限要素解

析によって計算されるエネルギー解放率の分布に無視で

きない影響を与えることが分かった．しかし，誤差が大

きくなる可能性がある複合損傷領域の近傍を評価から除

外することにより，単純剥離領域内では±10%以下の誤

差でエネルギー解放率を評価できた．この誤差の程度は，

層間破壊靱性の測定値のばらつきに比べると十分小さい

ため，3.2節の有限要素解析の結果を単純剥離領域の層間

破壊靱性の評価に用いることは可能である．

3.4 単純剥離領域の層間破壊靱性

単純剥離領域の層間破壊靱性のモード比に対する依存

性を評価するため，3.2節で計算したエネルギー解放率

(24)
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Fig. 14 Change of energy release rate distribu-

tion with respect to inaccuracy of crack
 

front curves.
Fig. 15 Critical energy release rate in the area

 
of simple delamination obtained from

 
the result of h20c80 specimens.



を，G -G 平面上で整理した．Fig.15に h20c80試験片

の結果を示す．図中に同寸法の試験片3本の結果を全て

示した．灰色のマーカーは3.1節の有限要素解析によっ

て得られた各評価点におけるエネルギー解放率の値を示

している．灰色の実線で示すように評価点のあいだの値

は線形補間により求めた．黒丸のマーカーはモード比が

同じ点のエネルギー解放率の平均値であり，3本の試験

片の各2つの剥離に関する合計6つの値を平均化したも

のである．平均化の際，3.3節の結果に基づき，複合損傷

領域とその外側の試験片幅に対して10%ずつの領域に

含まれる値は除外した．また，3次元的な効果が予想され

るエッジから板厚の距離に含まれる値も除外した．エラ

ーバーは標準偏差を表す．

Fig.16に 4種類の試験片に関して同様の整理を行っ

た結果を示す．寸法の異なる試験片間の層間破壊靱性の

差はそのばらつきに比べて小さく，試験片寸法に対する

層間破壊靱性の依存性は確認されなかった．図中に破線

で全層間破壊靱性が 900 J/m の線形な関係を示したが，

今回用いた試験片では，層間破壊靱性のモード II成分と

モード III成分の関係はほぼ線形であり，全層間破壊靱

性のモード比に対する依存性は小さかった．ENF試験に

よって測定したG の値も参考として示したが，ENF

試験では剥離の不安定進展開始時の靱性を評価するた

め，安定進展中の値よりも小さい値になっていると考え

られる．

3.5 複合損傷領域の平均破壊抵抗

本節では複合損傷領域における破壊抵抗の平均的な値

R̄ を求める．添え字を IIIとしたのは複合損傷領域では

モード IIIが支配的な破壊条件であったためである．試

験片全体の平均破壊抵抗 R̄ は，次式のように単純剥離領

域の層間破壊靱性と複合損傷領域の破壊抵抗の平均値を

表している．

R̄＝
1
2h

R(y)dy

＝ 1
2h

G (y)dy＋ R(y)dy (1)

＝ 1
2h

G (y)dy＋R̄ ･h (2)

ここで，Γは2つの損傷前縁全体，Γ ，Γ はそ

れぞれ単純剥離領域，複合損傷領域を表し，R(y)は位置

yにおける破壊抵抗を表す．h,h はそれぞれ試験片

全体の高さ，2つの剥離の複合損傷領域の高さ方向の幅

の合計を表す．したがって，平均破壊抵抗 R̄ から単純剥

離領域の層間破壊靱性の寄与分を除くことにより，複合

損傷領域の平均破壊抵抗 R̄ を求めることができる．

R̄ は次式で表せる．

R̄ ＝ 1
h

R̄･2h－ G (y)dy (3)

右辺第2項の値は，3.2節で算出したエネルギー解放率分

布から求めることができる．

Table 3に複合損傷領域の平均破壊抵抗 R̄ の算出結

果を示す．いずれの試験片でも R̄ の平均値は単純剥離

領域の破壊抵抗の値よりも大きく，1.5倍から2倍程度の

大きさになった．本研究の単純剥離領域と複合損傷領域

の応力状態は，それぞれモード II層間破壊試験とモード

III層間破壊試験におけるき裂前縁の応力状態に近い．こ

れまでの実験的研究 において，CFRPの0°/0°層

間のモード IIとモード IIIの層間破壊靱性に関して同程

度の違いが報告されていることは，本結果の妥当性を支

持している．
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Fig. 16 Mixed-mode II and III criterion of
 

delamination propagation for each type
 

of specimens.

Table 3 Averaged fracture resistance R̄ in the
 

region of complex damage for each
 

type of specimens.

Specimen no. h10c40  h10c80  h20c40  h20c80
 

1  1,367  1,491  1,889  1,195
 

2  1,160  1,296  2,065  1,821
 

3  1,758  1,516  1,646  1,138
 

Average  1,428  1,444  1,867  1,385



 

4. 結 論

DNSCB試験法を用いて，モード IIとモード IIIの混

合モード破壊条件下においてクロスプライ積層板の0°

層/0°層界面の破壊が安定進展するときの挙動を調べた．

その結果，繊維の配向角と応力状態に依存して，単純な

層間剥離のみ生じる単純剥離領域と層間剥離に層内き裂

の発生と累積を伴う複合損傷領域が形成されることが分

かった．

破壊抵抗の指標として損傷が積層板の面内を単位面積

進展する際に要するエネルギーを評価した．その結果，

単純剥離領域の破壊抵抗の値はモード比に対する依存性

が小さく，複合損傷領域における値は単純剥離領域にお

ける値よりも1.5倍から2倍程度大きかった．

これまでの研究において，0°層/0°層界面のモード III

の破壊靱性が同じ界面のモード IIの破壊靱性よりも大

きい理由の一つとして，各モードの破壊形態が異なるこ

とが指摘されていたが，本研究ではこれらを支持する結

果が得られた．

最後に，本研究を実施するにあたってご支援いただい

た宇宙航空研究開発機構に謝意を表する．
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